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55億円の
使い道

平成18年度

決算

歳
入
で
最
も
多
い
の
が
地
方
交
付
税
の

30
億
７
９
６
４
万
円
。
前
年
度
よ
り
４
３

０
３
万
円
の
増
で
歳
入
全
体
の
53
・
７
％

を
占
め
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
昨
年
10
月
の

災
害
発
生
に
対
し
て
特
別
地
方
交
付
税
が

措
置
さ
れ
た
こ
と
等
に
よ
る
も
の
で
す
。

国
・
県
支
出
金
は
合
わ
せ
て
６
億
４
２

０
０
万
円
で
前
年
度
よ
り
１
億
１
６
７
７

万
円
の
減
。
土
谷
川
筋
災
害
関
連
事
業
の

完
了
等
に
よ
り
国
庫
支
出
金
が
２
億
５
２

１
万
円
の
減
で
す
。

町
債
は
５
億
７
６
５
０
万
円
で
、
守
山

乳
業
（
株
）
の
鐚
巻
工
場
拡
張
工
事
に
伴

う
「
ふ
る
さ
と
融
資
資
金
」
の
貸
し
付
け

の
た
め
の
借
り
入
れ
等
に
よ
り
１
億
１
０

７
０
万
円
の
増
。
こ
れ
は
後
年
度
に
元
金

が
全
額
返
済
さ
れ
る
も
の
で
す
。

町
税
は
４
億
５
８
１
７
万
円
で
、
前
年

度
よ
り
３
１
９
７
万
円
の
減
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
町
民
法
人
税
割
の
落
ち
込

み
や
、
三
年
に
一
度
行
わ
れ
る
固
定
資
産

税
評
価
替
え
の
結
果
、
評
価
額
が
減
少
し

た
こ
と
等
に
よ
る
も
の
で
す
。
徴
収
率
は

91
・
９
％
で
、
前
年
度
を
１
・
３
ポ
イ
ン

ト
下
回
り
ま
し
た
。

自
主
財
源
で
あ
る
繰
入
金
は
３
億
９
８

３
万
円
で
前
年
度
よ
り
１
億
９
４
１
８
万

円
の
増
。
財
政
調
整
基
金
か
ら
の
繰
り
入

れ
が
増
額
の
主
な
要
因
で
、
昨
年
十
月
発

生
の
災
害
復
旧
事
業
や
病
院
会
計
の
不
良

債
務
解
消
に
向
け
た
病
院
経
営
健
全
化
対

策
等
の
た
め
に
財
政
調
整
基
金
を
２
億
２

９
０
０
万
円
を
取
り
崩
し
て
い
ま
す
。

財政用語の解説
■財政指標･･一定のルールに基づいて算出する比率等
で、市町村の財政の健全化や財政構造の弾力化を見る
目安となるもの■経常収支比率･･財政構造の弾力性を
表す指標。指数が小さいほど弾力性がある。市町村は
70％程度が妥当と考えられている。（参考 鐚巻町Ｈ17：
92.9％、Ｈ18：91.9％、県平均89.8%）■起債制限比
率･･公債費による財政負担の度合いを判断する指標
で、地方債の発行を管理するために使用する。比率が
20％以上の団体は一部地方債の発行が制限され30％以
上になるとさらに厳しい制限がされる。（参考 鐚巻町
Ｈ17：15.0％、Ｈ18：14.8％、県平均11.9%）

歳入 前年度に比べ2億1,680万円の増 歳入の内訳
町税

4億5,817万円
（8.0％）

その他の
自主財源

7億1,267万円
（12.4％）

地方交付税
30億7,964万円
（53.7％）

国庫支出金
2億182万円
（3.5％）

県支出金
4億4,018万円
（7.7％）

町責
5億7,650万円
（10.0％）

その他の
依存財源

2億6,908万円
（4.7％）

自主財源
11億7,084万円
（20.4％）

依存財源
45億6,722万円
（79.6％）

歳入総額
57億3,806万円
（100％）

平
成
十
八
年
度
一
般
会
計
と
特
別
会

計
決
算
が
、
九
月
定
例
議
会
で
認
定
さ

れ
ま
し
た
。
町
の
会
計
は
、「
一
般
会

計
」
と
「
特
別
会
計
」
に
分
け
ら
れ
、

町
民
の
福
祉
向
上
や
生
活
環
境
の
整
備

に
充
て
ら
れ
て
い
ま
す
。
予
算
が
ど
の

よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、
今
月
は
一
般

会
計
の
あ
ら
ま
し
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

一般会計決算額は、歳入が57億3,806万円で前
年度より2億1,680万円の増、歳出は55億3,941万
円で前年度より1億6,049万円の増となり1億
9,865万円を19年度に繰り越しました。
主な事業として、昨年10月の大雨災害の復旧

事業、病院事業の不良債務解消に向けての繰り
出し、守山乳業（株）鐚巻工場拡張に伴う「ふ
るさと融資貸付事業」、「畜産担い手育成総合整
備事業」などを行いました。

歳
出
を
目
的
別
で
見
る
と
、
町
の
借
金

の
返
済
に
充
て
る
公
債
費
が
最
も
多
く
、

11
億
１
６
８
７
万
円
で
歳
出
全
体
の
20
・

２
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
次
い
で
民
生
費

の
10
億
１
７
６
万
円
、
総
務
費
８
億
６
４

９
１
万
円
と
続
き
ま
す
。

前
年
度
よ
り
大
き
く
増
え
た
の
は
、
商

工
費
で
「
ふ
る
さ
と
融
資
貸
付
事
業
」
等

に
よ
り
２
億
５
０
９
２
万
円
、
農
林
水
産

業
費
で
粗
飼
料
基
盤
の
造
成
や
担
い
手
育

成
を
図
る
た
め
農
業
用
施
設
整
備
費
へ
の

助
成
な
ど
、
畜
産
事
業
費
を
中
心
に
７
１

１
９
万
円
増
え
て
い
ま
す
。

減
額
が
大
き
い
の
は
、
土
木
費
が
土
谷

川
筋
災
害
関
連
事
業
の
完
了
に
よ
り
２
億

５
８
９
万
円
、
公
債
費
が
５
７
３
６
万
円

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

災
害
復
旧
事
業
費
は
、
十
八
年
度
予
算

額
10
億
４
０
８
万
円
の
う
ち
、
執
行
額
は

１
億
１
４
０
８
万
円
で
、
８
億
８
９
９
５

万
円
を
十
九
年
度
に
繰
り
越
し
て
事
業
が

行
わ
れ
ま
す
。

性
質
別
で
見
る
と
、
義
務
的
経
費
が
前

年
度
よ
り
１
億
３
７
２
９
万
円
減
少
し
ま

し
た
。
町
で
は
、
人
件
費
及
び
公
債
費
を

抑
制
す
る
た
め
に
、職
員
数
や
議
員
定
数
、

給
料
、
報
酬
を
削
減
す
る
な
ど
改
革
を
進

め
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
施
設
整
備
等
は
、

優
先
度
の
高
い
事
業
を
重
点
的
に
実
施
す

る
こ
と
に
よ
り
、
町
債
発
行
の
抑
制
に
努

め
て
い
ま
す
。
こ
の
結
果
、
財
政
指
標
の

う
ち
、
容
易
に
は
改
善
が
難
し
い
と
言
わ

れ
て
い
る
経
常
収
支
比
率
が
十
年
ぶ
り
、

起
債
制
限
比
率
が
八
年
ぶ
り
に
低
下
す
る

な
ど
、
い
く
つ
か
の
財
政
指
標
が
わ
ず
か

な
が
ら
改
善
傾
向
を
示
し
て
い
ま
す
。

財
政
の
健
全
化
は
、
長
年
の
積
み
重
ね

を
必
要
と
し
ま
す
。
引
き
続
き
の
ご
協
力

を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

（
金
額
は
す
べ
て
一
万
円
未
満
四
捨
五
入
）

歳出こちらも１億6,049万円の増

「
こ
の
笑
顔
を
い
つ
ま
で
も
」
と
願
っ
た

ま
ち
づ
く
り
が
行
わ
れ
ま
し
た

【参考】 普通交付税の推移

■高規格救急自動車整備事業　　 3,723万円

■全国消防操法大会出場助成　　　 355万円

■広域生活バス路線運行維持対策費 285万円

■企業立地促進助成金・ふるさと融資貸付事

業〔守山乳業㈱へ〕 2億5,000万円

■協働のまちづくり推進事業　　　 75万円

■介護予防関連事業　　　　　　 1,430万円

■第5次病院経営健全化対策費　 8,032万円

■農地災害復旧対策事業費助成　　 353万円

■畜産担い手育成総合整備事業

1億1,636万円

■森林整備地域活動支援交付金　 8,200万円

■除雪用トラック整備事業（７㌧車１台）

1,922万円

■町道椛ノ木土谷川線整備事業　 9,144万円

■鐚巻小学校耐震診断業務　　　　 488万円

■平船地区集会施設整備事業費助成 699万円

歳出の目的別内訳

総務費
8億6,491万円
（15.6％）

民生費
10億176万円
（18.1％）

衛生費
5億2,216万円
（9.4％）農林水産業費

5億9,452万円
（10.7％）

商工費
2億6,789万円
（4.8％）土木費

2億9,319万円
（5.3％）

教育費
4億542万円
（7.3％）

災害復旧事業費
1億1,408万円
（2.1％）

公債費
11億1,687万円
（20.2％）

その他
3億5,861万円
（6.5％）

歳出総額
55億3,941万円
（100％）

歳出の性質別内訳

人件費
11億7,059万円
（21.1％）

扶助費
2億7,876万円
（5.0％）

公債費
11億1,686万円
（20.2％）

普通建設事業費
5億4,664万円
（9.9％）

災害復旧事業費
1億1,408万円
（2.1％）

物件費
5億5,122万円
（10.0％）

補助費
8億1,577万円
（14.7％）

その他の経費
9億4,549万円
（17.0％）

義務的経費
25億6,621万円
（46.3％）

投資的経費
6億6,072万円
（12.0％）

その他の経費
23億1,248万円
（41.7％）

歳出総額
55億3,941万円
（100.0％）

※本頁は、18年度地方財政状況調査によっています。
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18年度の主な事業

（ ）は構成比


